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１．は じ め に
２０００年、介護保険法が施行され、１５年が経
過した。介護保険法第２条では、「被保険者
が要介護状態となった場合においても、可能
な限り、その居宅において、その有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができる
ように配慮されなければならない」とされて
いる。しかしながら、身体機能や精神機能な
どが低下した要介護高齢者は、公的な介護保
険制度の居宅サービスだけでは、施設サービ
スとは異なり必ずしも住み慣れた居宅で生活
するために十分な支援を受けられない可能性
がある。また、インフォーマルな家族などの
支援がなければ、要介護高齢者（とりわけ常
時介護を必要とする）がこれまでと同様に住
み慣れた在宅での生活を継続することは困難
な状況に置かれている。
さらに、要介護高齢者の家族においても現
代社会の生活構造や家族の持つ機能の変化な
どから、現実的には家族の有する介護機能が
発揮されにくい環境に置かれている。要介護
高齢者は介護保険法において求められている
居宅において生活することが困難となり、結
果的に高齢者福祉施設への入所を希望せざる
を得ない要因のひとつとして考えられる。本
稿では高齢者福祉施設への入所決定に至るま
での法制度や支援のあり方に関する現状と課
要 旨
本稿では高齢者福祉施設への入所決定に至る支援のあり方を明らかにするとともに、高齢者
および家族（介護者）の置かれている生活環境を調整し、入所決定に至るまでソーシャルワー
カーに求められる支援の視点を整理するために文献研究を行った。家族（介護者）が在宅で生
活する（介護する）ためには、今日の家族の持つ機能や公的な福祉制度が十分ではないこと、
高齢者および家族（介護者）自身の有する生活力である「自助」と介護を支援するシステムや
地域の「互助」の関係性など、クライエント個人の置かれている環境によって左右される要因
が大きい。高齢者本人や家族（介護者）への入所決定の支援では、ソーシャルワーカーが生活
支援活動（生活モデル）の視点を再認識し、クライエントの主体性を尊重し、納得できる自己
決定ができるよう支援することが重要であると考えられた。
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題を整理し、要介護高齢者および家族（介護
者）にとって高齢者福祉施設への入所決定に
至るまでに、ソーシャルワーカーとしてクラ
イエントに求められるより良い支援とは何か
を明らかにすることを目的とする。
２．方 法
高齢者福祉施設への入所に至る支援のあり
方に関する先行研究を中心に文献レビューを
行う。また、高齢者と家族（介護者）の置か
れている生活の状況を概観し、高齢者と家族
（介護者）の生活実態を整理する。そのうえ
で要介護高齢者と家族（介護者）が高齢者福
祉施設への入所の意思決定や入所に至るまで
の支援あり方について概観し、ソーシャルワー
カーに求められる支援のあり方を整理するこ
ととする。
３．要介護高齢者とその家族（介護者）
の現状と課題
内閣府が公表した平成２６年版高齢社会白書１
を手がかりに、要介護高齢者とその家族が置
かれている現状を概観したい。
 要介護高齢者の推移
介護保険制度における要介護者または要支
援者と認定された人（以下、「要介護者等」
とする）は、平成２４（２０１２）年度末で５６１万
１０００人となっており、平成１３（２００１）年度末
から２６２．８万人増加している。そのうち６５歳
以上の人の数についてみると、平成２４（２０１２）
年度末で５４５万７０００人となっており、平成１３
（２００１）年度末から２５８万人増加しており、
第１号被保険者の１７．６％を占めている。また、
６５～７４歳と７５歳以上の被保険者について、そ
れぞれ要支援、要介護の認定を受けた人の割
合をみると、６５～７４歳で要支援の認定を受け
た人は１．４％、要介護の認定を受けた人が３．０％
であるのに対して、７５歳以上では要支援の認
定を受けた人は８．４％、要介護の認定を受け
た人は２３．０％となっており、７５歳以上になる
と要介護の認定を受ける人の割合が大きく上
昇している。
また、介護保険制度のサービスを受給した
６５歳以上の被保険者は、平成２６（２０１４）年１
月審査分で４６７万６０００人となっており、男女
比でみると男性が２８．９％、女性が７１．１％となっ
ている。さらに、介護サービスの利用実態を
みると、要介護１～３の人は居宅サービスの
利用が多い一方、重度（要介護５）の人は施
設サービス利用が約半数である。要介護者等
について、介護が必要になった主な原因につ
いてみると、「脳血管疾患」が２１．５％と最も
多く、次いで、「認知症」１５．３％、「高齢によ
る衰弱」１３．７％、「関節疾患」１０．９％となっ
ている。男性の「脳血管疾患」が３２．９％と特
に多くなっている。
 家族介護者の現状
要介護者等からみた主な介護者の続柄をみ
ると、６割以上が同居している人が主な介護
者となっている。その主な内訳をみると、配
偶者が２５．７％、子が２０．９％、子の配偶者が
１５．２％となっている。また、性別については、
男性が３０．６％、女性が６９．４％と女性が多くなっ
ている。さらに、要介護者等と同居している
主な介護者の年齢についてみると、男性では
６４．８％、女性では６０．９％が６０歳以上であり、
いわゆる「老老介護」のケースも相当数存在
している。家族の介護や看護を理由とした離
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職・転職者数は平成２３（２０１１）年１０月から２４
（２０１２）年９月の１年間で１０万１１００人であっ
た。とりわけ女性の離職・転職数は、８万１２００
人で、全体の８０．３％を占めている。また、男
女・年齢別にみると、男女共に５０歳代及び６０
歳代の離職・転職がそれぞれ約７割を占めて
いる。
さらに同居している主な介護者が１日のう
ち介護に要している時間をみると、「必要な
時に手をかす程度」が４０．２％と最も多い一方
で、「ほとんど終日」も２２．８％となっている。
要介護度別にみると、要支援１から要介護２
までは「必要な時に手をかす程度」が最も多
くなっているが、要介護３以上では「ほとん
ど終日」が最も多くなっており、要介護４以
上では約半数がほとんど終日介護をしている
現状であった。
 介護を受けたい・最期を迎えたい場所
など
「日常生活を送る上で介護が必要になった
場合に、どこで介護を受けたいか」について
みると、男女とも「自宅で介護してほしい」
人が最も多いが、男性は４２．２％、女性は３０．２％
と、男性の方が自宅での介護を希望する割合
が高くなっている。自宅以外では、「介護老
人福祉施設に入所したい」（男性１８．３％、女
性１９．１％）、「病院などの医療機関に入院した
い」（男性１６．７％、女性２３．１％）、「介護老人
保健施設を利用したい」（男性１１．３％、女性
１１．２％）が多い。また、「治る見込みがない
病気になった場合、どこで最期を迎えたいか」
についてみると、「自宅」が５４．６％で最も多
く、次いで「病院などの医療施設」が２７．７％
となっている。さらに、高齢者の延命治療の
希望についてみると、６５歳以上で「少しでも
延命できるよう、あらゆる医療をしてほしい」
と回答した人の割合は４．７％と少なく、一方
で「延命のみを目的とした医療は行わず、自
然にまかせてほしい」と回答した人の割合は
９１．１％と９割を超えた。
なお、平成２５（２０１４）年厚生労働省２の調
査によれば、特養への入所申込者は約５２万４０００
人であり、そのうち入所の必要性が高い要介
護４及び５の高齢者を在宅で介護している特
養への入所申込者は、約８万７０００人であった。
４．先行研究レビュー
奥山らは特別養護老人ホームへ（以下、特
養とする）の入居申請をめぐる家族の意思決
定について、質問紙調査とインタビュー調査
を実施した。その結果、家族のみで特養への
入居申請を決定したのは、在宅で高齢者を介
護している家族が６２．５％、病院・施設を利用
している家族は７０．８％であった３。さらに、
入居申請への決定に関連する有意な要因とし
て、「高齢者の性別」「認知症の有無」「高齢
者の ADL」「要介護度」「家族や親戚、友人
で世話を手伝ってくれる人がいる」５つの要
因が抽出された４。また、要介護高齢者の性
別においては、高齢者が女性の場合は男性と
比べて家族のみで特養への入居申請を決定す
る確率が高いことを指摘している５。
さらに、山本６は医療機関における社会的
入院に関し制度上の課題として、未完退院
（入院を継続する必要があるのに社会的な理
由（診療報酬による在院日数の短縮化等）に
より、退院するケース）、社会的再入院（不
適切な転院ないし未完退院を行い、病状が悪
化したりして、入院医療の必要性が生じ、再
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入院すること）のようなケースでは、患者に
もその家族にも大きな負担になると指摘して
いる。
なお、前述の奥山７らの先行研究において
も回答者の基本属性において特養への入居申
請した高齢者の生活の場は、「自宅で生活し
ている人」が２８．１％、「施設または病院で生
活している人」が７１．９％であった。施設また
は病院で生活している人のうち、介護老人保
健施設（以下、老健とする）が全体の約半数
で最も多く、次いでグループホーム、ケアハ
ウスおよび介護療養型医療施設の順であった。
さらに、森山８は「患者や家族が医師から
直前に退院の話を持ちかけられ、あわてて退
院先を決定することになるが、多くの家族は
医療の専門家ではないので、介護を必要とす
る高齢者の機能に見合った施設よりも、とに
かく受け入れてくれる施設を探すこととなる」
と指摘している。また、高齢者福祉施設への
利用に対する思いに関して杉澤９らが１９９２年
に実施した特養入居者高齢者の家族の精神的
負担に関する調査では、高齢者への罪悪感な
どの精神的負担を持つ家族が全体の約４であっ
たと報告している。
また、『特別養護老人ホームにおける待機
者の実態に関する調査研究事業～待機者のニー
ズと入所決定のあり方等に関する研究～報告
書１０』では、在宅の申込者家族が施設等（特
養やそれ以外の施設等）に申し込んだ理由は、
「本人の状態が変化し、自宅での生活が困難
になった」「家族が介護を続けることが困難
になった」がともに７０％前後、「今は自宅で
生活できるが、将来に対する不安を感じた」
が４６．２％であった。さらに特養以外の施設に
入所中の申込者の家族（現在の施設に入所後
に特養申込した人のみ）が特養に申し込んだ
理由は、介護老人保健施設では「当初の退所
予定がきたから」、グループホームでは「よ
り介護が必要になったから」「費用が安いと
ころに入りたいから」「認知症の症状が進ん
だから」が多かった。
在宅の申込者本人の老人ホーム等施設への
入所希望は、「老人ホーム等の施設に入りた
い」（４８．０％）が、「老人ホーム等の施設に入
りたくない」（２７．６％）より多かった。入り
たい理由としては「自宅にいると家族に負担
がかかってしまう」（５９．３％）が最も多かっ
た。施設在所申込者本人の生活場所の希望は、
「現在いる施設・病院で生活したい」（３８．１％）
が「特養に入りたい」（１０．９％）、「自宅で生
活したい」（２４．３％）より多かった。「現在い
る施設・病院で生活したい」理由としては、
「現在の生活に満足している」「生活する場
所を変えたくない」が多かった。
また、申込者家族に対し「仮に自宅で十分
な介護サービスを受けられるなら、自宅で生
活するのがよいか、施設で生活するのがよい
か」を聞いたところ、「自宅で生活するのが
よい」と回答したのは在宅の申込者家族の
３３．０％、施設在所中の申込者家族の１２～１５％
程度であった。「十分な介護サービスがあっ
ても施設が望ましい理由」としては、いずれ
の居場所についても「自宅では常に付き添い
や見守りができない」「家族の負担が大きい」
を回答した割合が多く、また施設在所申込者
では「体調管理が難しい」といった意見も多
かった。
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５．高齢者福祉施設への入所に至る
背景と課題
要介護高齢者とその家族（介護者）の現状
と課題を踏まえ、生活、地域、制度の側面か
ら生じている背景と課題について検討したい。
 生活の側面からみた背景と課題
現在、我が国の家族機能の低下は、身内に
介護が必要な状況となった場合には多様な生
活上の問題に直面することとなる。例えば、
いわゆる「遠距離介護」の問題は、深刻であ
る。介護を必要とする高齢者とその家族（介
護者）の生活を基盤とする地域が異なる場合
には、距離的、物理的に介護を担うことがで
きない。介護を必要とする高齢者は、これま
で築いてきた人間関係や繋がりのある住み慣
れた地域で生活したいという思いを抱くこと
は当然と言える。一方でその家族（介護者）
は介護を必要とする高齢者とは別の地域で仕
事や住まい、人間関係などの生活の基盤を構
築している。
したがって、介護をする場所（地域）＝生
活する場所（地域）に関して、介護を必要と
する高齢者とその家族（介護者）は選択を求
められることとなる。この介護をする場所
（地域）＝生活する場所（地域）が限りなく
イコール（同居もしくは近隣に在住する）に
なることが、家族（介護者）にとって介護が
できる環境や生活を実現するためには望まし
い状況であると言えよう。しかしながら、家
族（介護者）と介護を必要とする高齢者の住
まいの距離がある場合には、介護を必要とす
る高齢者とその家族（介護者）は介護をする
場所や生活する場所を選択しなければならな
い。
この選択は介護する場所が介護を必要とす
る高齢者とその家族（介護者）のどちらの生
活のベースとなる地域とするのかという、単
純な問いや選択にはならない場合がある。こ
れを機に介護を必要とする高齢者とその家族
（介護者）は、自宅での介護を行うのか、高
齢者福祉施設での介護を受けるのか選択する
機会ともなる。本来的にこの住まい（地域）
や介護をしたい（受けたい）場所や方法の選
択は、高齢者本人の意思が最も優先されるべ
きである。しかしながら、この選択は家族
（介護者）にとっても究極の選択であり、両
者がどのような過程を経て意思決定がなされ
たのかが重要であろう。介護を必要とする高
齢者と家族（介護者）が納得できる選択や自
己決定ができるよう、ソーシャルワーカーと
して支援しなければならない。
また、遠距離介護の道を選択した場合、家
族（介護者）は身体的、精神・心理的、経済
的負担だけではなく時間という課題を背負わ
なければならず、家族（介護者）がどの程度
負担することが可能であるのか吟味すること
も重要であろう。ソーシャルワーカーは家族
（介護者）がこれからの介護に対する漠然と
した不安や介護保険制度における介護サービ
スの活用、インフォーマルな社会資源である
家族間で介護をどのように協力しながら担う
ことができるのか整理しておくことも重要で
ある。
いずれにおいても森山１１が指摘しているよ
うに、多くの家族は医療・福祉の専門家では
ない。したがって、ソーシャルワーカーは高
齢者本人と家族（介護者）にとって住まい
（地域）や介護をしたい（受けたい）場所や
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方法を選択し、自己決定できるような情報を
提供することが求められる。
 地域の側面からみた背景と課題
厚生労働省１２では２０２５年（平成３７年）を目
途に高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の
目的のもとで可能な限り住み慣れた地域で、
自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ
とができるよう、地域の包括的な支援・サー
ビス提供体制（地域包括ケアシステム）の実
現に向けて構築を推進している。地域包括ケ
アシステムとは、いわゆる「団塊の世代」が
７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介
護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができ
るよう住まい・医療・介護・予防・生活支援
が一体的に提供されるシステムの構築を実現
する計画である。
その背景には今後、認知症高齢者の増加が
見込まれることから、認知症高齢者の地域で
の生活を支えるためにも、地域包括ケアシス
テムの構築が重要であること同時に人口が横
ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５
歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地
域差が生じていると指摘している。地域包括
ケアシステムは保険者である市町村や都道府
県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域
の特性に応じて作り上げていくことが必要で
あるとされている。
さらに地域包括ケアシステムでは「自助・
互助・共助・公助」について言及しており、
費用負担による区分と時代や地域による違い
について述べている。費用負担による区分で
は「公助」は税による公の負担、「共助」は
介護保険などリスクを共有する仲間（被保険
者）の負担であり、「自助」には「自分のこ
とを自分でする」ことに加え、市場サービス
の購入も含まれるとされている。これに対し、
「互助」は相互に支え合っているという意味
で「共助」と共通点があるが、費用負担が制
度的に裏付けられていない自発的なものとし
ている。また、時代や地域による違いでは、
２０２５年までは高齢者のひとり暮らしや高齢者
のみ世帯がより一層増加する見込みである。
「自助」「互助」の概念や求められる範囲、
役割が新しい形になるとしている。さらに、
都市部では強い「互助」を期待することが難
しい一方、民間サービス市場が大きく「自助」
によるサービス購入が可能であるとしている。
都市部以外の地域は、民間市場が限定的だが
「互助」の役割が大きくなるとしている。ま
た、少子高齢化や財政状況から「共助」「公
助」の大幅な拡充を期待することは難しく、
「自助」「互助」の果たす役割が大きくなる
ことを意識した取組みが必要とされている。
本稿では地域包括ケアシステムの全体像に
ついて言及しないが、現状の「自助」「互助」
のあり方について検討したい。地域包括ケア
システムにおける「自助」に関する指摘は、
経済力のある高齢者は地域で暮らしながらケ
アを受けることができる。しかし、そうでは
ない高齢者（経済力のない高齢者）は、地域
で暮らすことが困難になる可能性があるよう
に思われる。現時点においても経済力のある
高齢者は医療や福祉においても、自ら多様な
選択肢の中から選択し納得できる生活を送る
ことができる可能性が高いとも言える。すな
わち「自助」に関しては、時代の変化に関わ
らず自分のリスクを自分で解決できる、対応
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できる人であり、個人の資産や経済力に左右
されやすいとも言えよう。
また、「互助」に関しては費用負担が制度
的に裏付けられていない自発的なものとして
いる。しかしながら、これからの高齢社会や
社会の変化に伴い「互助」がない（あるいは
極めて希薄である）状況では、自発的な「互
助」に頼りながら地域で生活していくことは
大きな不安要素であるとも言える。現在、高
齢者福祉施設への入所を選択する際に「互助」
が得られにくい地域社会では、安心・安全を
求めて高齢者福祉施設への入所を選択したと
しても、リスク回避の観点から重要な選択肢
とならざるを得ない状況と思われる。逆説的
な言い方をすればインフォーマルな社会資源
を構築している、すなわち「自助」「互助」
がある高齢者と家族（介護者）は、住み慣れ
た地域で生活することが可能であると思われる。
 制度の側面からみた背景と課題
介護保険制度では特養などの高齢者福祉施
設へ入所した場合、２４時間３６５日、専門的な
介護サービスが受けられる。しかしながら、
在宅での介護を選択した場合には時間とサー
ビス量の制約があり、高齢者福祉施設へ入所
した場合のような介護保障がなされていない。
どちらを選択した場合においてもメリット、
デメリットは生じるものの、安心や安全、家
族（介護者）の負担感を考慮すれば、家族
（介護者）が高齢者福祉施設への入所を選択
してもやむを得ない状況にあるとも言える。
実際に仕事をしながら介護をしている家族
（介護者）も多い。平成２４年度の総務省「就
業構造基本調査１３」によれば、介護をしてい
る雇用者の男女別の年齢階級別構成割合をみ
ると、男女ともに「５５～５９歳」の割合（女性
２２．０％、男性２２．０％）が最も高くなっている。
次いで、女性では「５０～５４歳」（２１．０％）、「６０
～６４歳」（１５．６％）、男性では「６０～６４歳」
（１９．８％）、「５０～５４歳」（１６．７％）の順で高
くなっている。男女計でみると４０歳代～５０歳
代の割合が６割を超えている。さらに、前職
を「介護・看護のため」に離職した者につい
て現在の就業状態と前職の離職時期別にみる
と、過去５年間に離職した者は４８万７０００人と
なっている。このうち現在の就業状態が有業
である者は１２万３０００人、無業である者は３６万
４０００人となっている。
このような家族（介護者）を取り巻く環境
の現実は、公的な介護保険制度だけでは仕事
をしながら在宅で介護をしている家族（介護
者）にとって十分な介護保障がなされている
とは言い難い状況であろう。介護を必要とす
る高齢者の介護のために離職して介護を担う
状況となっている家族（介護者）は、どのよ
うな方法で、あるいはどのような場所で介護
をするのか決めることによって家族（介護者）
の生活や人生を左右しかねない大きな問題と
なっている。制度上の課題として在宅での介
護を選択した場合には、家族（介護者）にとっ
て大きなリスクと負担を覚悟しなければなら
ないかもしれないことを意味する。
家族（介護者）にとって仕事と介護の両立
は、在宅で介護を継続していくためにも不可
欠である。家族（介護者）が離職して介護に
専念してしまうと、介護に向き合うだけの生
活となってしまう恐れがある。さらに、家族
（介護者）の収入の減少は介護保険サービス
の利用の抑制に繋がり、結果的に家族（介護
者）が虐待してしまう可能性がある。したがっ
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て、家族（介護者）はこれまで通りの生活を
継続しながら、仕事と介護のバランスを取り
ながら生活できる方法を検討する必要がある。
しかしながら、介護保険制度におけるサービ
ス量の限度や夜間まで受けいれているデイサー
ビスなどが少ないなどのサービスの内容や制
度上の制約もあり、本来的に家族（介護者）
が理想とするこれまでの生活（仕事を含む）
と介護を両立することは容易なことではない。
６．ソーシャルワーカーとして高齢者
福祉施設への入所決定を支援するた
めに
高齢者本人にとっても家族（介護者）にとっ
ても、高齢者福祉施設への入所を決定するこ
とは苦渋の選択であろう。先行研究で概観し
た奥山ら１４の研究では、家族のみで特養への
入居申請を決定したのは、「在宅で高齢者を
介護している家族」が６２．５％、「病院・施設
を利用している家族」は７０．８％であったと述
べている。これまでも高齢者福祉施設への入
所に関しては、高齢者本人と家族（介護者）
のどちらの意思を尊重すべきなのか議論がな
されてきた。認知症などによって判断能力が
低下した高齢者の意思や自己決定の尊重する
ことの重要性は認識しつつも、現実的には家
族（介護者）の意思や自己決定を優先せざる
を得ない現実があった。高齢者本人や家族
（介護者）には、これまでの経緯や家族の歩
んできた歴史、関係性があり、両者双方に生
活者としての譲れない信念も持ち合わせてい
る。高齢者福祉施設への入所決定に関してソー
シャルワーカーにできることは、高齢者およ
び家族（介護者）の「生活のしづらさ」を理
解するとともに、高齢者本人と家族（介護者）
の揺れ動く気持ちに寄り添うことが最も重要
であると考える。
精神障がい者の地域生活支援のあり方につ
いて谷中は、「生活のしづらさ」という言葉
を用いて表現している。谷中１５は「従来の援
助活動は医療モデルから出発していた。地域
における支援活動も、病院における治療的、
援助的な活動を引きずってきた歴史があった。
生活支援に至って、ようやく医療モデルから
生活モデルへと、その形態を整えてきたと言
えるであろう」と述べている。谷中の医療モ
デルと生活モデルを比較したものを手がかり
に、ソーシャルワーカーの高齢者福祉施設へ
の入所支援のあり方について検討したい。谷
中は社会復帰活動（医療モデル）と生活支援
活動（生活モデル）について、以下に示した
表のように比較している。
社会復帰活動（医療モデル） 生活支援活動（生活モデル）
主体 援助者 生活者
責任性 健康管理をする側 本人の自己決定による
かかわり 規則正しい生活へと援助 本人の主体性へのうながし
とらえ方 疾患・症状を中心に 生活のしづらさとして
関係性 治療・援助関係 共に歩む・支え手として
問題性 個人の病理・問題性に重点 環境・生活を整えることに重点
取り組み 教育的・訓練的 相互援助・補完的
表１ 医療モデルと生活モデルの比較
出典：谷中輝雄（１９９６）：『生活支援～精神障害者生活支援の理念と方法』
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谷中の生活支援活動（生活モデル）は、精
神障がい者への地域生活支援のあり方を論じ
ている。高齢者本人と家族（介護者）への支
援のあり方について再検討してみると、あく
までも高齢者本人の自己決定を尊重すべきで
あることを再確認することができる。生活者
である高齢者に対してソーシャルワーカーは、
高齢者の自己決定を尊重し主体性を引き出す
支援が求められる。一方で家族（介護者）も
生活者であり、生活上の課題を抱えているク
ライエントでもある。社会復帰活動（医療モ
デル）では、個人の病理・問題性に重点が置
かれている。しかし、ソーシャルワーカーは
生活支援活動（生活モデル）に基づき、高齢
者本人や家族（介護者）の環境・生活を整え、
両者が納得して自己決定をできることが支援
の導入では重要である。
しかし、高齢者本人や家族（介護者）だけ
では解決しきれない、あるいは対応すること
ができない課題に直面した時、一時的にソー
シャルワーカーが高齢者本人や家族（介護者）
の代わりに自己決定することも重要である。
この支援は安易に生活上の課題解決を先延ば
しにするのではなく、納得できるまで考える
ことができるよう時間を掛けて決定していく
ために必要な支援であるとも言える。最終的
な判断や高齢者福祉施設への入所決定は、あ
くまでも高齢者本人や家族（介護者）である。
介護問題に直面した時、高齢者本人と家族
（介護者）の介護に対する意向に齟齬が生じ
た時、家族（介護者）が在宅で介護すること
に限界を感じた時など、ソーシャルワーカー
は生活支援活動（生活モデル）の考え方に沿っ
て思いに寄り添い、クライエントの主体性を
尊重し、高齢者福祉施設への入所決定があく
までもクライエント自身（高齢者と家族共に）
が納得できる自己決定ができるよう支援する
ことが重要であると考えられた。
７．お わ り に
本稿では高齢者本人と家族（介護者）を取
り巻く生活状況を概観し、高齢者福祉施設へ
入所に至る支援のあり方について検討した。
今後、さらに増加すると思われる介護を必要
とする高齢者とその家族（介護者）は、クラ
イエントの思いに寄り添い辛辣な状況を分か
ち合えるソーシャルワーカーとの出合いが重
要となる。本稿では文献を中心に現状を整理
したが、高齢者福祉施設へ入所を決定した高
齢者とその家族（介護者）への質的研究（イ
ンタビュー調査）を行い、ソーシャルワーカー
に期待している役割と機能を明らかにしてい
きたい。
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